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帯賃金政策 と男女賃金格差縮小運動の進展,全 産業を貫 く中央集権的賃金交渉
体制,政府の社会保障政策 ・労働 市場政策 と労働組合運動の連携など,第:二次
大戦後本格的に推進されたスウェーデン労働運動の諸特質を形成する端緒 と






置 産業別組 合の形成 と男女同一労働 同一賃金決議
(産業別組織への移行》 スウエーデ ン工業の機械化は1870年代 か ら進行 したが,
恒 常的 な組 織に よる本格 的 な労働 組合運動 が展開 され るの は1880年代 か らで
あ った。 さ らに,1880年代 の半 ば以 降,労 働組 合は地方組織か ら全 国組織へ と
発 展 し始め,1898年にはこれ らが構成す るブルー カ ラ」組合 の総連合体,LO
(LandsorganisationeniSverige・スウェーデ ン労働組合連合)が 結成 され るに
至 る。 これ に対抗 して,使 用者 団体 も,1890年代 に地方組織か ら全 国組織へ と
発 展 し,1902年に は,LOに 対 応 す る使 用 者 側 の連 合 体,SAF〔Svenska
.arbetsgivarefbringen・ス ゥェ」デ ン使 用者連 盟)が 創 設され た。結 成 時に は
い くつかの有力な全 国組織が外部 に とどまっていたが,第 一次大戦後 頃まで に
はそれ らの加 盟 も実現 し,SAFは 工業 における大部 分の民 間使用 者団体 を組
織す る総連合体 に発展 した。 ところで,1890年代に登場 した大量生 産方式 は,
次 第に従 来の職能技術(ク ラフ ト〉 を掘 り崩 し始 めた。SAFは.,1904年に業








国組織のい くつかは,す で に早 い時期か ら産業単位で形成 されていた。上記 の
技術的変化 に応 じて,連 合体 としてのSAFも また,と くにユ909年以降産業別
組織 を基本原理 とする使用者組織へ の再編 を精力的に進めてい く。
他方,労 働 組合の側で は クラ7ト ・ユニ オンが全国組織 にまで発展 していた
が,ま だその歴 史はあさか ったため,.クラフ トの境界 が 「神聖化」 され るほ ど
には至 ってい なか った3>。.乏はい え,そ れ で もクラフ ト・ユニオ ンの勢力 はか
な り強 く,こ れが不熟練労働 者を含む ジェネラル ・ユニ オンや原材料別組合4,
と並 んで,産 業別組合 と競合す る状 態が20世紀 になって も続いていたのである。
しか し,社 会主義者た.ちは,す でに前 世紀 の80年代か ら,階 級 的な規模 の組合
組織 の構築 をめざ して,ク ラフ ト的な閉鎖性 を じょじょに打破 してい こうとし
ていた。 またLOの 指導層 は,相 互に関連す る職種 のすべて の労働 者を同 じ
全 国組合 に組織 して,そ れ らによって交渉や.ストライキを行 う利点 と必要性 に
関心 をもち,そ こか ら産業別原理 の選択 に傾いてい った。 こうして,19⑪6年,
LO大 会は正式 に産別組織化 の原則 を決定す るに至 る。ただ し,傘 下の組合の
中には,強 い反対 もある事 を考慮 して,当 面は漸進 的に移行 を図 る方針が とら
れた。.その後1912年の最初 の組織 再編計画か ら,第 二次大戦 の戦後 にいた るま.
で長い期 間をかけて,こ の移行は進め られ てい く5,。1920年代の合理化 の進行
の中で,産 業 の枠組みその ものが流動 的 となる とい う問題 も生 じたが,1922年
のLO大 会 は労働 者の保護 が確保 され る限 り技術革新 や労働 の単 純化 による
生産性 向上 に適応 してい く姿勢を表明 した。 また,こ の大会では,産 業別組合
主義 は社 会主義の ラインに沿 って生産 を組織化 して行 くための重要な武器 とな











金交渉において産別組織が持つ利 点のほ うに移 ってい く。
(全国協約 と同一労働同一賃金の原則)従 来賃金交渉 と協 約締 結 は個 々の使用.
者 と労働 組合の地方組織 によってなされていた。 この点での移行が始まったの
は,組 合側 の要求 によって機械.1:業の使用者組織 との交渉が行われ,賃 金につ
いての最 初の全 国交渉 と協 約が実現 した1905年のこ とであ る。ただ しこの時は
労働 側はまだ産業別組合 に移行 してお らず,こ の産業部門の種々の労働組合が
それぞれ規定す る最低賃金が全国的に適用 され る とい う方式が とられていた。
次 の一歩 は1908年で,や は りこの機械工業部 門において8つ の労働 組合が共 同
で単一の協約 を締結す る とい う方式 に進んでい る%交 渉主体の このような上
方移動 と協約 の全 国化 はこの後19ユ0年代か ら各部門 に波及 し始め,1920年代に
は地 方 レベルにかわ って全 国 レベルで の交渉 ・協約がほぼ支配的になった。 さ
らに これ に組合側 の産業別組織化が伴 うよ うにな り,全 国交渉 ・協約 が同時 に.
産別交渉 ・協約で もあ るとい う状態が基本的 に達成 され るのは大体1930年代の
半 ばで あるηQ
この過程 は,同7労 働 同一賃金 の原則か ら見て二つの意義を持 っていた。第
一 は,こ の過程の 中で,地 方協約 レベ ルに見 られた企業間賃金格 差が,産 別の
全 国協約 による統一的な賃金 レー トの設定の もとで圧縮されていったこと,第
二 ほ,従 来.子供 の数な どに応 じて賃金 に付加 されていた家族扶養 手当が,1920
年代 に大部分廃止 された ことで ある。 こ.の手当は,鉱111,鉄鋼,繊 維 産業で は
第一次大戦前か ら,ま た他 の民 間 ・公共部門では大戦中か ら,お もに物価上昇
手当 の名 目で支給 されて きたが,同 一労働同一賃金の原則 に反 し,使 用者が全
般的 な賃上げ を回避 す る手段 となるなどの問題点が組合側に改 めて認識 された








いて,次 第 に廃止 されてい ったので あった㌔
(男女別建て賃金の存続》 ところで,ス ウェーデ ンの女性 ブルーカラー労働者
は,1870年か ら1900年にか けて,い.くつか の女性労働組合を設立 したが,通 常
これ らは設立後数年の あいだに対応す る男性 の労働組合 に吸収されていった。
1902年には,女 性労働組合 を結集す る連 合体 も結成 されたが,こ れ もまた,7
.年後 にはすで に結 成されていたL()と融合す るに至 る。 この1909年にLO大
会は男女同.・労働 同一賃金原則の決議 を行 った。.だが,こ の決議は事実上死文
と化 した ままの状態で あった。 この決議 の前 も後 も,現 実 には,女 性が男性 の
2分の1か ら3分 の2の 賃金 となる男女別建ての賃金 システムが恒に存在 して
お り,上 述の ような交渉 と労働協 約の変遷 ・発展 もまた,こ の点 についての変
化 をもた らす ことはなか ったのであ る。組合の側が,こ のよ うな女性の賃金に
ついて,批 判的な付記 を協約 に とどめ るとい うことさえなされ なか った。次の
(1×2〕に例示す るのは,金 属労働者組合の全国協約 にお ける賃金規定の分類方法
で ある9)。これ は,後 の時代 の資料 であ るが,賃 金規定 の体裁 は当時 もこの よ
うなものであ ったろ う。・これ は,時 間賃金 に適用 され る最低賃金 を設定す る際
の分類であ るが,出 来高賃 金率 もまた,同 様 に男女別 に設定 され ていた。
{1)男子労働 者












1物解D鷹 η躍'πα加 躍一YmceedingofaConferenceheldkytheノη∫㎝ 副oπα'&侃 剛 ∫f・455りc∫繭 吸
Macmillan&CuLtd.,1957,,226、な お,1920-21年度 の 民 間 部 門 の 例 で は,1250の協 約 中,家
族 扶 養 手 当 に あ た る条 項 を 含 ん で い る協 約 は443であ った 。 長 沼 弘 毅1各 国 家 族 手.当制 度 論1ダ
イ ヤ モ ン ド社.1948年,p.402.
9)深 瀬 義 郎 「ス ウ ェー デ ン に お け る 団 体 交 渉 」 「新 労 働 法 講 座3」,1966年,PP、131-132,T.L
Joh(,nsbn,opd-.,PP.238,243,
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第1表 産業別時間当たり収入 (単位:ク ロ ー ネ,ヲ6〕
1920年 1925年 1930年
男性 女性 男女比 男性 女性 男女比 男性 女性 男女比
鉱業 ・金属加工 L67 1.02 61 L16.0.75 65 127 0.86 68
採掘 ・石材工業 1.44 0.83 58 1.030.60 58 0.980.67 68
木 材 工 業 1.530.83 54 0.990.68 69 1.040.69 66
製紙 ・印 刷業 1.700.99 58 1.110.69 62 123 0.74 60
食.品 1.731.10 64 1.31Q.83 63 1.380.86 62
織 物 ・ 衣 料 1.57 0.86 55 0.990.66 67 0.990.70 71.
皮 革 ・ 毛 皮 1.75LO8 62 1.180.75 64 1.220.79 65
化 学 製 品 1.540.96 62 1.ユ2 0.68 61 1.190.74 62
縦 の 平 均 L62 0.96 59 1.ユ1 0.71 64. 1.160.76 66
注="WageandtheCostofLivinginSwedenfrom1860to1930",∫η飾〃α'ψ加♂加60配P'Rετ,'伽,
29,1934,P.527,table皿より作成
これ らは男女それぞれの時間あた りの収入 と,女 性の男性に対するその比率 を
表わ してい る。 まず,時 間当た り収 入の男女比 は,ど の産業で も,ほ ぼ5割 か
ら6割 台であ る。すなわち,こ の表 に出て こない農業を別 とすれば,平 均 よ り
低賃金の産業 は繊維,採 掘 ・石材工業,木 材工業であ るが,そ の内部 において
も,他 産業 と同様か,時 にはそれ以上 の男 女格差が見 られる。また,や は りこ
の表 にない建設業 は別 として,こ こで平均 よ り高い賃金の産業は,食 品工業,.
1920年代で はさらに皮革 ・毛皮工業,1930年の時点では鉱 ・金属加工業 という
ことになるが,そ こにおいて も,女 性労働者の賃金 は男性の産業平均 をはるか
に下 まわ ってい る。次 に,第2表 はユ921年と29年の各産業 ごとの労働 者全体 に
占める女性労働 者の比率 である。 また第3表 は1930年の女性 労働 者全体 に占め
るい くつか の産業 の女性労働者 の人数 と比率 を示 している1%対 象年 と分類 の
相違があ るので,表 の直接 の比較 はで きないが,先 に挙げた繊維産業が女性 ブ
ルーカラー労働 者の2分 の1弱 を占め,そ の内部で も女性労働 者比率 が過 半を
10)第1表 は ス トックホルム大学社 会科学研究所が1933年に発表 した所得調査報告 巾の原表 を もと
に,抜 粋 ・概算 して作成 した。第2表 の原表は,SAF・LOが1948年に設置 した女性 の賃金 その
他の問題 を調査する合同特 別委員会が,1951年に出 した報告書の表が もとになっている。第3表
の原表はセ ンサス ・デー タから作成 され てい る。
スウェーデンにおける産業別賃金交渉体制の形成と女性.賃金問題(77)
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July1951,p.96の原 表 よ り 一 部 抜 粋
注;A.R6ssel,TheEmpl碑mentofWomen
inSW巴den,1鷹 σ,震α加 陞αJLαろθ配rR副6盟,
71-3、1955,p,279,cableNよ り 抜 粋 し て
作 成
超える こと,食 品,金 属産業 にい る女性労働者 は女性 ブルーカラー全体 の1割
前後にすぎないことなど,こ こか らも女性 が.全体 として低賃金層であ ることが
概 観で きよ う。
1970年代 半ば,歴 史学者 のGunnarQvistは,LOの中央諸機関や大会 の文
書 ・議 事録 等の調査 を行 い,そ れ らを もとに 「スウ ェーデ ン ・LOと労働市場
の女性(1898-1972)」と題す る論文を発表 した。 それ によれば,1930年代以前
のLOに は,男 女同一賃金 原則の取 り組 み に対す る抵抗 もしくは躊躇が見 ら.
れる。女性労働者 は社会民主労働 党の女性 たち とともに,男 女別建ての賃金 シ
ステムを始 め,当 時 の労働市場におけ る女性差別問題 に強 く抗 議 し続 けた。 し.
か し,先 に述べ た1909年の決議以後 は,LO大 会で も,ま た大会 につ ぐ上級決
定機 関である代表者評議会で も,女 性 賃金 の問題が正式 に論議 された形 跡はな
く,1926年大会でこの問題 を取 り上 げる試 みが なされた時 も,LO中 央 の執行
部 は これを意 図的に無視 した とい う。労働 組合運動が このような消極性 を示 し1
たのはなぜか。当時の事情 として,Qvistが挙 げるの はお もに次 の諸点で あ る。.
第一に,1909年のゼネ ラル ・ス トライキの大敗 北以 降,LOの 中では,と りわ
け賃金問題 の決定 につ いて分権 状態が続 いて お り,各 組合の賃金 政策 に対 し
78(78>.第160巻 第1号
LO中 央が 強力な影響力 を行使 しうる状態で はなか った。第二 に廼当時 の労働
組合 においては,女 性の低賃金は男性 の足 を引 っ張 るとい うことか ら,女 性の
就労 その ものに対 して否定的な見解がす くな くなか った。そ して第三に,使 用
者側が,男 女同一賃金原則 に対 し,「しば しばまった くバイオ レ ソ トな」ほ ど
の強い抵抗 を示 した ことが,こ れ らと組み合 わさって作 用 していだ%以 下で
は,こ れ らの諸 点 に留意 しつつ,先 述 の産別全 国協 約 の形成過程 を再度振 り
返 ってみよ う。 、
《使用者側の賃金政策 と産別協約》20世 紀 の最初の10年程 の間に,使 用者側 の
労働組 合政策 には大 きな戦術の転換 が見 られた。それ までの組 合否認 の方針か
ら,労 働組合 の存在 を一応承認 した上で,広 範かつ統一的な ロ ックアウ ト戦術
の発展 と協 約の活用 を とお して,組 合側 に対 処 ・.対抗す る.方針へ と変わ って
いったのであ る。い くつかの立場 の違いか ら,当 時まだSAFの 外部 にいた建
設業 と機械工業 の二使用 者組織が,SAFを 説得 して,・このよ うな方策 に向か
わせてい った とい う1%し か し,採 用,解 雇,労 働 の配置,指 揮 ・命令 は使用
者側の自由に任 され るべ きであ るとして,こ うした経営専決権 の主張によ りあ
らか じめ労使交渉 の範囲 を限定 し..クローズ ド・シ ョップやユニ オン ・シ ョッ
プおよびシニオ リテ ィ要求 を排除 しよ うとす る使用者側 の戦略は,組.合側 の強
い反対 を呼 び起 こ した。そ こで,1906年,SAFはゼネ ラル ・ロ ックアウ トの
実施を示唆する とい う強硬手段 によ って,LOと 自身の問で上記 の経営専決権
を承認する中央協定 を獲得す るに至 る。 この協定 には同時 に,労 使 が相互 に団
結権を承認 する規定 も含 まれていたが,実 際にはその解釈 をめ ぐって依然 とし
て使 用者側 と労働組合 との間で対立が続 き,さ らに賃下 げを求め る使用者側 と
これ に対抗 す る組 合側 との間で,そ の後 数年 間争議 が頻発 した。 この期 間,
LO中 央は規約上は まだ加 盟組 合の賃金 交渉内容 に介入す る権 限を持 っていな
11)G.Qv蛤t,"TheLandsg【呂allisatbnεn(LO)inSwedenandWomenonthe.LzbmvMarket
(1989-1973γ戸,1η『θη～砂'oημ〃 側 川 副 け.&瞬o如離,winter1975-76,5-4,pp.122-140.
12)T.L.Johnstun,ψ.`証,p.84.ただ し,1909年の ゼ ネ ・ス ト後,ア ンチ.一.ユニ オ ン的 な立 法 の
試 み が数 回行 われ た が,こ れ らは 当 時 の社 民 党 と自 由党 と の連 携 関 係 に よ って 阻 止 さ れ た。
スウェーデンに嗣げる産業別賃金交渉体制の形成と女性賃金問題(四)79
か った にもかかわ らず,先 の中央協 定 に促 されて紛争 の収拾 に乗 り出 してい く。
こう して,ゼ ネラル ・ス トライキの成功は望 めない とい う状況判断の もとで,
当時 の不況 と失業 を背景 に,LOは 当事者の組合 に対 し,賃 下げを容認 した協
約 を締結す るよ う求める役割 を引 き受 ける結 果にな った。
1909年には,一 方で傘 下組.合の不満が高 ま り,他 方で使用者側が産業の枠 を
超 えた大規模 なロ ックアウ トを実施す るとい う事態 を受 けて,LOは ゼ ネラル
ス トライキに踏み切 る。 だが,こ れ は結局労働側 の大 きな敗北 に終わ った。そ
の時点 でLOは 工業 労働者 の3分 の2,23万1千 人 を組織 してい たが,こ の
敗北 によって一挙に組合 員が2分 の1以 下 に激減 す る程 の打撃 を受 けることに
なった のであ る。1912年以降再 び組合員 は増加 し始め1917年にはようや く以前
の総数 まで 回復 したが,LO中 央が再び傘下組合の賃金交渉 と協約締結を強力
に統制す ることは当面不可能 にな り,こ う して労働運動 内で は経営側 と対照的
な分権状態が続 いてい く。 しか も,こ の1909年の労働側 の大敗北以降使用者側
の協約政策は新 たな進展 を見せた。その一つ は,平 和義務や交渉手続 きな ど,
労働争議を規制す る規定 を協 約中 に加 えてい った ことで ある。また,い くつか
の使用 者団体は,か ね てか ら法的 な規制 も要求 していたが,1928年制定の団体
協約法 と労働裁判所 の判例 によって,経 営.専決権 の うち,と くに労働配置,指
揮 ・命令 をめ ぐる使 用者の権限がい っそ う拡張 され るようになった13,。もう一
つ の進展は交渉 と協約締結 の主体 を個 々の企業か らその上部の各使用者組織 に
移 して,使 用者側 の交渉力 ・対抗 力を高 め るとともに,組 合側 に対 して も,産.
業単位 での協約締結 を求 めてい った ことである。事実すで に触れた1908年の機
械工業での最初の単.一協約 は使 用者組織 か らの強 い働 きか けによって初めて実
現 した もので あ った。 その後 の産業 別協 約 と産業別労働組合への移行 もまた,
労働組合の側 とい う.よりは使用 者側 の力 と戦略 の発展 を触媒 として初めて進展
した。使用 者側 の圧力が,翌 年のゼ ネス トの敗北 によって生 じたい くつかの組


























ていったが,これ もまた物価の鎮静と不況 という状況下で労働コス ト節約を図
る使用者側からの提案を直接の契機としてなされたものであった。鉄鋼業がそ
14)G.Rehn,一n`鼠,p.2%,A.Vlctorin,``TheI】 ■p】cmcntatiQ【iandWagePolicy=CentralizedCol・













の例で,労 働組合 は当初む しろその存続 を主張 していたのであ る。他方,当 時
の ヨーロ ッパ諸国で は,家 族手 当は衰退す る産業の低賃金の補完策 として機 能
す る性格 を もっていたため,ス ウェーデ ンにおいて も,繊 維産業では家族手 当
は第二次大戦後 まで 長 く存続 する ことになる1%い ずれ にせ よ産別全 国協約 の
発展 は,賃 金収入の低下 もしくは停滞 を ともなっていた。 この ことは先 の第1
表か ら もうかが うことがで きるが,こ こで は第4表 に よって年 間 と時間あた り
収入 の変化 を名 目と実質で それ ぞれ示そ う。 ここには1920年代 の戦後不況 と大
量失業 とい う事態が反映 してい る。失業率は1922年1月に34%でピーク とな り,
その後低下 したが,1920年代 には10%を下 まわ るこ とはなか ったので ある15}。
こ うした不況 と失 業を考 え合わせ るだ けで も明 らかな ことであるが,こ の時期
に綜,団 体交渉の発展 も,労 働協約の内容 と機能 も,と もに使用者側 の政策 に
よって リー ドされ ていた といって差 し支 えないであろ う。
II連帯賃金政策の形成 と女性
使 用者側が男女別賃金 システムを維持 し,そ こか ら利益 を得 ることを可能 に
していたのは,こ のよ うな状況であ った。他 方,労 働 組合 の側 は,当 然 この問
題 を認識 していた。 しか し,そ れは,自 身がかつ て決議 した男女同一賃金原則
の推 進で はな く,む しろ女性の雇用を制限せよ とい う要求 となって現れ る。 こ
う して,失 業が再 び増大 し始 めた ユ93ユ年のLO大 会に提出 され た動議 のひ と
つは,公 共部 門における既婚女性の雇用を禁止す る立法 を要求 していた。その.
理由 として挙 げ られたのは,女 性は結婚によ って経済 的保証 を獲得す るのであ
るか ら,彼 女 よ り働 く 「必要の大 きい者」の職務 を奪 うのは,反 市民的 な行為
である とい うこ とであ った。執行部の勧 告によ り,こ の動議 は退 けられた。 し






第4表 製 造 業 と工 業 の 男 性 労働 者全 体 の収 入
(額は クローネ,指 数 は1910-1913年を上00とした数字)
年 間収 入 時間当た り収入
年
貨 幣 け ローネ〉 実 質 貨 幣 〔クローネ) 実 質
生計費指数
1920 278.1 100.3 384.9 138.9 277.2
21 185.9 96.5 263.0 136.6 192.6
24 193.9 108.4 256.1 143.2 178.8
26 205.0 116.9 270.0 154.0 175.3
28 199.8 114.6 272.6 156.3 174.4
1930 213.5 127.5 283.3 169.1 ユ67.5
往:出典第1表と同じ、table[[,p.529より抜粋作成
労働 市場 における既婚女性差別を問題 にする女性代議員か らの提起 に対 して,
大会はなんらの態度 も表明 しようとは しなか っだ ㌔
労働 組合運動 の歴 史に関す る もう一人 の代表 的研 究者,KlausAmarkは,
男女 同一賃金 要求 にはもともと二つ の立場が あったとい う。その一つ は,男 性
との平等 を求めるラジカルな女性たちの要求で あ り,も う一つは,男 女に同 じ
賃金を払 わね ばならない なら使用者は男性 のほ うを選ぶだ ろうと期待 する,す
なわち 「仕事 をめ ぐる競争か ら男性 を保 護す る政策 の一部 として」,.同一賃金
を要求 した保 守的な男性 たちの立場 である18,。もともとそ うで あるならば,今
度は女性 の雇用制 限という古 くか らの方 策によって,男 性の雇用 と賃金 を保護
しよ うとい う発想が労働組合の側か ら出て きて も不思議で はない。
女 性組合員 は,1930年代 の始 め までLOの 組 合員総数 の約1割 に しか到達
せず,少 数者で あった。組合の上級 機関は男性で 占め られ,し か も,そ の組合
が決定する賃金 政策の内容 に対 し,LOが 積極 的に働 きか ける態勢 は もはや消










これ ら全 て に変化 が現 れる。
(連帯賃金政策の形成》 すでに述べたよ うに,産 業別協約体制 にあっても,労
資の力関係 は,企 業 内における個々の労働者の実勢賃金格差 に影響す る。のみ
ならず,産 業別交 渉には,同 様職種 もしくは同 レベルの熟練 を要す る職種 で
あ って も,産 業 ご との賃金格.差を生 じる可能性 が もともと内包 されてい る。そ
して,こ の格差 は,使 用者側の力 とともに一層増 幅されるであ ろうD
これに対抗 して,低 賃金労働者の改善 と産業別賃 金格差 の縮小 を追究する連
帯 賃金政策 は,ま さに産別協約 発展 の後 を追 うよ うに して登場 した。 この政
策は,.当時の組合員拡大の努力 と,.LOの中央 集権化 をふ たつ の契機 と して形
成 され てい る。 まず,第 一の 点か ら見 てい こ う。第5表 は,1909年の ゼネ ラ
ル ・ス トライキの敗 北後 におけるLOの 組 合員数 の回復 と増大 の推 移 を示 し
てい る。 この ような回復は,お もに農業 ・林業労働者の加入を促進す るために,
組合が低賃金労働者層 の改善 に力 を入れ た ことによ って始 ま つだ9釦。 この努力
は,や がてLO全 体 の協力 態勢 に発展 してい く。
それ はまず,失 業率 と賃金低下 が ピー クに達 した1922年のLO大 会で の合
意に結実 した。すなわち,こ の大会 によ6て,LOが 傘 下の組合 に対 してス ト
ライキの支援 を決定す る際 には,そ の優 先権は低 賃金労働者 にあた えられ ると
い う原則が確 立され定着 した.ので あ る。 しか も,こ の時期 か ら,SAFは 当時
比較的低 賃金 であった輸出産業の支払い能力 を全産業 の賃金基準 にすべ きこと
を主張するよ うになっていた。 したが って,こ の面か らも産業 を越 えた労働組
合間の連帯 を使用者側 に対置 してい く必 要が促 されつつあ った といえ る。 これ
が連帯賃金政 策の端緒 とすれ ば,1936年のLO大 会はその本格 的形成の決定
的な画期で あった。その前の時期 にあたる1930年代の前半 には再び不況が悪化
し,同 時 に産業 間職種間の失業率の相違 を一部反映 した賃金格差 の拡大が生 じ
ていた。 そ して,こ の ような事 態は最 も低賃金の労働 者の間に組合 の存在意義
に対す る不信す ら呼び起 こし,一 時期で はあるが,未 組織労働者 の組織化が停
19)以下は,おもにT.1舶Johnson,暗礁,p.30よびG.Qvi鴎⑫`ゴ乙,PP.129,135による。
84(84) 第160巻 第1号
第50LOの 男 女 組 合 員(1910-1960年)
年 男 性 前年比率 女 性 前年比率 女性比率
1910 79,500人 5,700人 6.7%
20 247,200人 3.1倍 32,800人 5.8倍 11.7%
30 495,700人 2.0倍 57,800人 1.8倍 10.4%
40 813,200人 1.6倍 157,900人 2.7倍 16.3%
50 1,038,000人 1.3倍 240,400人
L
1.5倍 ユ8.8%
60 1,150,900人 1ユ倍 334.800人 1.4倍 22.5%
注;T.L.J(phn510h,Cθ旋`6ゴ理 魚r即翻ηg加∫聡廊θη'AStudyofthelabourandits
Z烈∫〃fぬo燃Geo【geAlleロandUnwin,1962,p、30の表より抜粋 ・作成
.滞す る とい う事態 が生 じるほどにな る20〕,重ね て,や は りこの頃,SAF内 に
おける勢力分布 の変化 を背景 として,主 要輸出産業 の労働組合 と主.に国内市場
を対象 とす る産業 の労働組合 との間 に賃上げ ・争議 戦術 をめ ぐるか な りの対 立
が生 じていた。 こ うして1936年のLO大 会で は,こ れ らの問題 を克服 しうる
統一.一的な賃 金政策 を構築 し,そ れ に対 応 して諸規約 の改定 をおこなう必要が提
起された。以 来,低 賃金労働者の待遇改善は,一 時 的な争議支援 にとどまるの
ではな く,す べ ての労働組合が全体 として系統 的に追究 していか なければな ら
ない課題で あ り,か つ それがLOの 運動 の統一 に とって死 活的な 目標 のひ と
つであ る ことが繰 り返 し強調 され るよ うにな る。 この目標 は さらに,.LO中
央が各 組合 の賃 金政策 と交渉 に積極的 に介入 してい くことに正当性 を付 与 した。
賃金は各組 合ご との決定 に任 され る,い わば独 立不可侵 な領域で あるとい う基
本原則 に,歴 史的な転換が 開始 されたのであ る。 こうして,続 く1941年の大 会
で は規約改 正が承認 され,争 議 に関す るLO中 央の権 限が拡 大 され た他,各
組合の賃金交渉 に参加 し協約締結 のために提 案を行 う正式の権限が,LO執 行
部に与え られること となった。
《連帯賃金政策への女性の統合》LO・SAFの 両 ナシ ョナル ・セ ンターに よる
賃金協 定の確立 は第二次大戦後の ことであ ったが,低 賃 金労働者 に対す る特 別
20)B.Dallson,Tr認εσ加o郡1η5㎜ 伽,TIDEN,1969,p.77.LOの組 合 員 数 は,1921年と33年に







措置 をすべての組合の協 約の中に確保 しようとす る政策 は,そ れに先 ん.じて実
行 され た。 た とえば,第 二次大戦 中,LOとSAFは 生計費上昇 を補償 す るイ
ンデ ックス協 定(1939-44年)を結 んだ が,T.L.Johnstonは,この ときとら
れた低賃金労働 者のための特 別措置 をすで に連 帯賃金政策の所産で あった と し
てい る21)。さらに1944年以降 の賃金 交渉 におい ては,LOは 各組合 に対 し,.女
性のほ うによ り高 い率 の賃上 げを行 うようほ とん ど毎 回勧告 を出す よ うにな っ
た。そ して,こ の時か ら現実 に各組合は全 国.協約 のなかで これ を実行 してい っ
たので ある。女性の低賃金問題は,こ のよ うに連帯 賃金政策 に統合 され ること
で,以 前 とはまさに対照的な注 目と位置づ けを受 けるよ うになった.。今述べ た
LO内 の中央集権化が以前 の障害 を取 り除いて,こ の ことを可 能に した ので あ
る。 しか し,そ れで はなぜLOは この よ うに女性 に対す る取 り組 みを強化せ
ざるを得 なか ったのであろ うか?
この点 を検 討す るため に再 び第5表 に戻 る と,こ こで 明 らか な よ うに,
ユ920-30年を別 とすれ ぼ,LOの 女性組合 員 は常 に男性以 上の増加率 を示 して
い る。 しか し,こ の増大 は とくに1930年代 以降,女 性組合 員比率の急速 な上昇
に結果 した。.この ことの最大 の理 由は,ホ テル ・レス トラン労働者や織物.・衣
料 労働 者の労働組合,お よび公務員の組 合な ど女性労働者 の多い組合が,1930
年 代 にあいついでLOに 加入 して きた こ とにあ る。だが,そ れだ けで な く,
とくにこの頃か らLOの 組織 拡大の努力 は意識的 に女性 に向 け られ るよ うに
な り始 めた。 これは,LOの 外部 の要因,す なわちホ ワイ トカ ラー労働者 の組
合 の発展 によって促進されたので ある。
20世紀への転換 期の頃,.ホワイ トカ ラーの女性労働者は,ブ ルーカラーの場
合 と同様 に,女 性 だ けの全 国組合 を結成 していた。 これ らの多 くは1960年代 ま
で存続 したが,い くつか の組合 は,対 応す る男性労働 者のホワイ トカラー組合.
に次第 に融合 してい く。 この後,ホ ワイ トカラーの組織化 は急激 に進展 した。.
21>1942年か ら賃 金 ・価 格 凍 結 措 置 が と られ た が,低 賃金 層 は この措 置 の例 外 と され た の で あ る 。
T.L.Johnston,op.`ど`.,PP.276,278-279
8666)..・ 第16D巻第1号
そ.し.て,中・下級 の ホ ワ イ トカ ラー 労 働 者 の 民 間.組合 が 構 成 す る連 合 体
DACOが1931年に,ま た公務 員 ホワイ トカラー組合'の連合体TC(.)が1937年
に成立 し,さ らにこれ らが1944年に合併 して現在 のTCOを 創設す るに至る。
この背景 にdt,1920年代以降の産業合理化 運動があ った。 これは,管 理 ・計
算 な どの事務 スタ ッフや技 術 スタ.ッフに対す る新 たな労働力需要を もた らした
が,こ の結果,一 方で高度 に専門的なホ ワイ トカ ラー層が出現す る反面,他 方
では よ り多 くのルーテ ィンな事務労働 者が増 大 したのである。 しか し,LOに
も,商 業,保 険,サ ー ビス,通 信その他 の労働者 の組合が存在 してい る。 した
がって,上 記 の よ うな進 展 はDACO・TC(,の 組合 とLOの 組合 との問 に下
級ホ ワイ トカラー もしくは各種サー ビス労働者 の獲得 をめ ぐる激 しい競争 を も
た らした。そ して,両 者の連合体の管轄 が重複す る この領域 こそ は,ま さに女
性労働 者の比率が高 く,し か も第6表 に示されているよ うに,も っとも増加 の
伸びが急 速な就業分野であ ったのであ る。 こうして,第1図 の労働力構成変化
に も示されるよ うな第三次産業化の進展の中で,女 性組合員獲得 は,ホ ワイ ト
カラー組合 とブルーカラー組合 間の競争,お よびそれぞれ のナシ ョナル ・セ ン
ターの間の組織拡 大競争 にとうて,ま す ます死活 的な意義 を帯 びるようにな っ
てい った。
〈LOの政治運動と女性労働者政策》 さ らに,LO`ま1932年の選挙 キ ャンペー ン
以来 自身の政治的パー トナーで ある社民党政権の長期安定化 を従来以上 に重視
す るようにな った。1920年代 の失業 の深刻化の中で労働側 は従来 の政府の失業
対策 に対する不満を募 らせ てい ったが,こ の問題は社 民党 と他 の諸政党 との問
に大 きな対立を招 き,.そのたびに少数政権であ る社民 党の下野 を もたら した。
この経験か ら,LOは 自己 の求 める失業政策 ・社会政策の実現のため に,社 民
党政権に対す る支持基盤 の強化 と拡 大を以前 にもまして 自らの義務 としてゆ く
よ うにな ったのであ る2%こ のLOの 政 治運動 は労働組合 間の連帯の必要 を一.
層促進 したのみな らず,LOの 女性政策 に も影響 していかざるを得なかった。
22)B.Dads..,砂.d凱,PP.訓一35
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第6表 女 性 労 働 者 の 就 業 構 造(1930-1950年〉
1930年 1950年 増大率
製 造 業
作 業 員 143,000人 148,000人 1.03倍
事 務 員 1:3.000人 48.000人 3,69倍
商 業
小 売.業
販 売 補 助 員 48.000人 98,000人 2.04倍
作 業 員 9.000人 8,000人 0.89倍
銀行 ・保険事務員 5、000人 14,000人 2.8倍
ホ テ ル ・レ ス ト ラ ン
従 業 員 34,000人 43,000人11.26倍.
注=第3表 と同 じ原 表 か ら披 粋 ・作 成
第1図 労 働 力 構 成








商 業 ・通 信 サ ー ビ ス
注R.ス ケース,「社会民主主 義の動向一一 福 祉 国家 と労働者階級一 」(萩野











ような理論的展開は,社会政策理念の新 しい発展に並行 して生 じた。すなわち,











の法案が繰 り返 し提出されていたが,こ れがやがて180度の転回を遂げ,1939
年には女性労働者の出産の権利を保障するために既婚女性の雇用と賃金を保護





いる。.さらに,こ の両者は 「家族賃金」思想に対 しても活発な批判を行った。
もともと上記の女性労働委員会設置は,共働 き家族の 「二重賃金」を非難 し,
母親が在宅する 「一つの給与」の家族への復帰を促す政策を要求 した1935年の






著作と委員会や議会での論争などを通 じて,こ うした 「家族賃金」 システムの




男女同一労働 同一賃金原則についてのこのような理論的発展は,社 民党 と
LOの政策に反映された。まず1939年に,国家公務員の男女別建て賃金が廃止
されるが,こ れは民間部門にも廃止が波及することを期待 して行われた措置で













新 しい交渉体制の歴史的前提の一つ となる。 しか し,特に1930年代以降の労働





か らの労働組合への働きかけという外的な要因に強 く触発されて進行 したの.で
あ り,これ.らの要因は,労働組合の産業別原理に内包される問題 と絡み合いな
が ら,戦後の賃金交渉のさらなる中央集権化へ と連なってい く。ただし,これ
は本稿がまだ十分言及 していない過程にかかわる要因であり,したがって別個
に稿 を改めて論 じられるべき対象である。..㌧
